
規制改革推進のための 3か年計画 (改定)  ―

・【抜粋】

平成 20年 3月 25日

閣  議  決  定
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イ
. IT化

、事瑳貌効召 ヒ

鶉 措置内容
当書 と

の関係

鋤 榊

職 罐 |… 1戟 1犠

①医療分野 I

T化のグラ

ン ドデザイ

ンの撻

麟 労働省)

医療の質の向上と効率化の観点から、医療分野

の IT化に関するグランドデザインを推進する

支援・助成について、中 の整備の在 り方

を含め検討し、電子カルテ等、各種 IT化を統合

的に推進する。

医計画・

療イ① …

②電子 レセプ

トによるオ

ンライン請

求化の確実

な縫

殴 労働省)

a レセプ トオンライン請求化に関して、平成

18年の厚生労働省令について (i)オンライ

ン請求化の期限が努力目標ではなく義務であ

ること。 (五 )義務化において現行以上の例外

規定を設けないこと。(五 )ξ鋤郷ヒの期限以降、

オンライン以外の手法による請求に対して診

療報酬が支払われないことを、医療機関・薬局

に周知徹底する。

計画・医

財 ②a

平成Z府督

"iら
地ミ次翻 ヒ、

議 年度当初から原則完全

オンライン化

オンライン請求されたレセプトに関して、医

療行為発生後最長約 3ヶ月間かかつている診

療報酬の支払までの期間を、保険者側の協力を

前提に短縮すること、診療報酬点数における加

算について、オンライン請求の、より効果的イ

ンセンティブとなるような見直しを実施する

ことなど、医療機関のオンライン請求化を促す

仕組み、すなわち、医療機関へのインセシティ

搬 を姉 る。

また、医療機関において、オンライン化に通

合した請求システムが円滑に導入されるよう、

請求システムの標準化、互換性、セキユリティ

の解 の%を 図る。

審査支払機関に対し、オンライジを導入した

保険者と導入しない保険者間の手数料の差を

拡大させることについても併せて検討させる。

計画 `医

財 ②b

０
０



議 措置内容
当初計置蒔と

の関係

鋤 詢

執 1罐 鶉瘤的疲 1講認1牲

③審査支払機

関の IT化
の灘

離 うえ
'41ヨ

ト1菫))

社会保険診療報酬支払基金など審査支払機関

は、電子レセプ トに対応した投資を集中的に行

い、一連の審査業務全般にわたつて電子的手法を

活用した方式を開発するなど、審査の質の向上と

効率化を図る。

計画・医

療イ③

激 鋤

④ レセプ トの

データベー

スの構築 と

利用環境の

動

厚生労働省)

a レセプ トオンライン請求化に合わせ、平成

20年度末までにレセプトデータの収集 0分析

体制を構築し、平成 23年度以降は全国のレセ

プ トデータを収集・蓄積・活用できる体制を構

築、運用する。

計画・医

療イ④a

編 平成20年度から措

置    =

レセプ トオンライン請求化による診療情報

の収集・蓄積1劫口え、平成 20年度から特定健

康診査の実施により、健康情報についても収

集・蓄積されることになるが、これらの収集・

蓄積された膨大な診療・健康情報を相互に関連

づけるほか、必要に応じて分析上有用な他のデ
ニタベ■スとリンクさせることにより、データ

ウエアハウス化 (DWH)が可能となる。

このデータウエアハウスにらぃては、例えば

統計法などの取り扱いを参考にしつつ、́その恣

意的な利用を防ぐとともに、国の独占利用をJト

除し、民間への開放を前提とした利用ルールを

確立し、国民の健康の増進に資する幅広セ郷

での利用を図る。、   1

計画・医

療イ④b

編 平成20年度か ら措

置    '

ｎ
Ｊ



議 措置内容
当初措揃畔事と

嚇

_実施予定時期

犠 曜

ー

職 1犠

⑤電子カルテ

システムの

普及促進

惇 生労働省)

厚生労働省の保健医療情報システム検討会

が「保健医療分野の情報化にむけてのグランド

デザイン」 (平成 13年 12月 )で提言した平成

18年度までに全国の診療所の6割以上、400床

以上の病院の 6割以上に電子カルテシステム

を導入させるとした目標を確実に達成できる

よう、具体的な実行策を明定し、公表する。併

せて、電子カルテシステムの導入負担を軽減

し、導入が促進されるよう、地域中核病院等に

web型電子カルテを導入して診療所等の電

子カル郊 用を支援する等、具体的な措置を講

ずる。            :

計画・医

療イ⑤a

b 電子カルテにおける用語・コー ドとレセプ ト

における用語 。コー ドの整合性を図り、カルテ

からレセプ トが真正に作成される仕組みを構

築し、我が国のカルテについて電子カルテ化を

積極的に推進することとし、そのための実効性

ある方策を講ずる。

計画・医

療イ⑤b

逐次実施

c 電子カルテシステムが導入された後も、医療

機関において継続的に運用されるようtシステ

ム導入後の運用維持も視野に入れ、電子カルテ

システムを用いた望ましい診療行為や医療機

関の体制の評価を踏まえ 具ヾ体的な推進策を策

定し、措置する:

計画 0医

療イ⑤こ

耀

d オ~ダーエントリニシステムの導入、バ■コ

ー ドによる患者誤認防止システムなどの IT
を使つた医療安全対策を二層推進する。

計画・医

.療イ⑥ d

激 鋤

ｎ
ｕ

Ｏ
こ



鶉 措置内容
当初后打葬等と

の関係

実施予定時期

軌 罐 |… lゆ 1犠

⑥診療情報等

の共有 の促

進 と電子カ

ルテの標準

化礎

隧 糊 )

a 安全で質の高い患者本位の医療サービスを

、実現するために、個人情報の保護など一定の条

件を備えた上で、静 確 数の輸 で

共有し抑 ができるよう措置する。

計画・医

療イ⑥ a

逐次実施

b カルテの電子化を促進するに当たっては、医

療におけるIT化の推進という方針σ下、カル

テの互換性・規格の統一、レセプ ト0カルテ連

動のためのコー ド整備等の技術的な課題を解

決するとともに、具体的な導入時 の

促進手段を政府として明確にし、実行する。

計画 。医

療イ⑥b

逐次実施

ご 医療機関が他の医療機関など外部に提供す

る電子的診療情報については、世界的に普及し

ているデータ交換規約に様式を統一すること

を制度化する。また標準化された電子的診療情

報lま、患者個人の所有物であるとの原員1の下、

当該情報について患者個人が自由に観 ある
:いは外部鶴翻こ保存を委託し、疾病管理に利用

するなどその環境整備についても早急に検討

を進める:

計画 。医

療イ⑥ c

編

⑦電子カルテ

等診療情報

の医療機関

外での保存

殴 鯛 )

電子カルテ等診療情報の医療機関外での保存

については、情報の安全確保等、外部保存受話機

関として満たすべき技術及び運用管揮卜の要件

を示したガイドラインを速や力ヽこ開示、周知徹底

し、診療情報の電子化及び憲者の診療継続等のた

めの医療機関間での情報共有を推進する:

【平成レ年3月「医療情報システムの安全管理に
'関するガイドライン」】

計画 。医

療イ⑦

逐次実施

０
こ



鶉 措置内容
当鵬 と

嚇

実施予定時期

ー ー

識 1犠

③遠隔医療等

の医療分野

の IT化 の

縫

睦 労働省 )

a 高度な医療サ,ビスを効果的、効率的に提供

できるよう、病診連携や病病連携と併せて、遠

隔診断等の遠隔医療を推進する。

また、各種データ交換の際のフォ∵マット、

電子的情報交換刊頃、情報セキュリティ技術等

の標準について早急に確立し、積極的な普及策

を講ずる。

計画・医

療イ③a

逐次実施

Ъ 病院内のチーム医療と同等な高レベルの処

方チェツクを可能とすべく、ITを活用した薬

局機能の高度化について検討し、今後とも規制

改革推進のため、所要の措置を講ずる。

計画・医

療イ③b

鰤

⑨医薬品 。医療

材料への標

準童― ド付

与

睦 労働省)

標準平ァ ド付与につぃては、医薬品において、

既に通知が出されて平成 20年 9月 までに標準コ

ー ドの整備が図られる予定である。医療材料にお

いても、通知を発出し、標準コー ド付与の整備を

図り、その効果の拡大を図る。

計画・医

療イ⑨ 瞬

⑩ レセプ トォ

ンライン請

求化を踏ま

えた レセプ

ト審査の質

の向上、医療

費分析の推

進

醇生労働省)

レセプトオンライン請,Mヒを踏まえ、例えば傷

病名とそれに対応する医療行為の対応関係を明

らかにし、かっ一般にも公開することとするな

ど、レセプト審査の質の向上、医療費分析を推進

するための方策について、検討を行う。

重点・医

療(3)④

検討・結

論

ウ 保険者、保険運営、審査支払等

鶉 措置内容
当初膚画等との

臨

実施予定時期

輸 罐
…

我 1牲

①保険者の自

主的運営の

ための規制

緩和等の措

置

は 労働省)

保険者の自立的な運営のため、各種許認可手続

など、下層の規制緩和等の措置を講ずる。  ´

計画・医療

ウ①

激 難

22



鶉 措置内容
当初計画等との

臨

実施予定時期

輸 囃

ー

職 1犠

②囃 関・薬

局と保険者

間の直接契

約に関す る

籍 の勧

縛生労酢瞥)

「規制改革 0民間開放推進 3か牛計画 (改定)」

(平成 17年 3月 25日 閣議肉0に おける「保険

者と医療機関の直接契約が進められるよう、現行

の契約条件等について過度な阻害要件がないか等

について保険者の意見を踏まえつつ、条件衝印に

ついて検討する。【逐次検討】」との決定を踏まえ、

例えば以下のような事項について、保険者からの

要望があれば積極的国聴取するとともに、「健康保

険法第 76条第3項の認可基準等について」 (平成

15年 5月 20日 健康保険組合理事あて厚生労働

省保険局長通知 i保発第 052000011詢 及び「保険

薬局に係る健康保険法第 76条第 3項の認可基準

等について」(平成 17年 3月 30日 健康保険組合

理事あて厚生労働省保険局長通知 保発第

03300002号)の通知における要件の見直しについ

て結論を出す。

・直接契約の対象医療機関や対象薬局の名称等の|

計画・医療

ウ②

!

逐鰤 ・編

０
０

０
こ



鶉 措置内容
当初尉口諄との

臨

実施予定時期

戦 罐

―
 |  

二
Fフリを21戦

価格設定が、契約当事者間の合意があれlよ よ

り自由に設定できるよう、要件を緩和すること。

・認可を取消された場合であつても保険者、保険

組合加入者の受診機会の継続性の確保めため、

当事者間の合意があれは 二定期間、継続的に

運用を可能とする猶予措置を講じること。

③審査支払機

関間の競争

競 の輸

厚生労働省)

a 更なる受託競争の促進による審査・支払業務

の効率化を図るため、保険者が他の都道府県の

国保連を含むいずれの審査支払機関にも、医療

機関側が十分な準備ができる期間を置いた上

で、審査・支払を委託することができる旨、周

知網駆豪ケる。

計画・医療

ウ③

編

b 各審査支払機関における手数料、審査取扱い

件数、再審査率、審査 。支払部門のコス トを示

す財務情報など、一定の情報については公開さ

せるとともに、支払基金と各都道府県国保連の

審査 。支払部門の平ス トが比較できるよう、そ

れらを示す財務情報を公開する際の統一的なル

ー/7を設定する。 1          .
c 保険者・審査支払機関間の契約モデルの提示、

保険者が指定した審査支払機関にレセプ トが請

求されるようなインフラの整備t診療報酬点数

表等に基づいたレセプトを照合する等の審査ロ

ジジクの公開、紛争処理のあり方の見直しを行

つ。

④社会保険診

療報酬支払

基金の業務

の民間開放

睦 労働省)

健康保険組合における診療報酬め審査・支払に

関する事務については、従来、

支払基金に委託するよう通知により指導されてい

たが、現在当該通知は廃止され、健康保険組合自

ら又は社会保険診療報酬支払基金以外の第二者の

審査支払機関による診療報酬贈調剤報酬の審査 0

支払が可能となつている。

したがって、健康保険組合から直接審査・支払

についての具体的な要望が厚生労働省に寄せられ

た際には、その内容にういて速やかに検討・結論

を出す。

計画・医療

ウ④

動 0,F.:ittil)

24



鶉 措置内容
当初計画等との

臨

実施予定時期

勁 罐

ー

識 1犠

また、オンライン請求などの IT化の融 、

上述した支払基金以外の者による審査・支払の普

及等に応じて、特定業務への特化を図るなど、支

払基金の業務の民間開放についても推進する。

⑤社会保険診

療報酬支払

基金の業務

効率化′

惇 生労働0

支払基金に対し、オンライン化の進展に合わせ

て、審査のあり方を含む業務フローの抜本的な見

直しを前提とした業務効率化計画 f400床以上の

病院のレセプトオンライン請求化が義務化される

羽成20年度から、原則完栓オンラインイ助ミ実現す

る平成 23年度までの年度ごとの数値目標を含む

工程表など)の作成を促し、この計画に基づく審

査・支払業務に係る手数料の算出根拠を明らかに

し、手数料適正化の数値目標を明示させる。尚、

こうした業務効率化計画及び手数料適正化の見通

しについては、広く国民の知るところとなるよう、

具体的且つ分かり易くホームページなどで公表さ

せる。

計画・医療

ウ⑤

平 成 19

年 末 ま

で に 業

務 効 率

化計画、

平 成 19

年 度 末

ま で に

手 数 料

適 正 化

の 見 通

しを 作

成
‐

⑥健康保険組

合の規約変

更の届出制

化等

厚生労働省)

健康保険組合の規約変更については、厚生労働

大臣の認可制から事後届出制に変更する事項にづ

いて保険者の意見があれば、それらの意見を踏ま

え、その適否について速やかに検討し:届出の対

象とする事項の拡大等を図る。i

計画0医療

ウ⑥

彪 E夕 麟 貪 言 寸・ 綸

⑦患者への情

報提供等の

エージ土ン

ト機能の充

実

麟 労働省)

被保険者への情報提供等、保険者のエージェン

ト機能の充実を図るため(以下に示すような内容

について、必要に応開 知を図る。

・保険者が医療機関に係る情報収集を行い易いよ

うな方策を講じるとともに、保険者がそれらの

、情報を公表することや、被保険者による評価を

反映すること、また、そうした情報を用いて被

保険者に対して優良医療機関を推奨することを

可能とする等、被保険者の自己選択を支援する

職

・査定減額の際の患者の一部負担金の過払いの問

題等の解消に向け、被保険者の一部負担金に係

計画・医療

ウ⑦

逐動

Ｅ
Ｕ

Ｏ
こ



鶉 措置内容
当初尉洒蒔との

縣

実施予定時期

報 罐

…

犠 1犠

る査定減額相当分について、被保険者の代理者

として保険者が医療機関に返金請求を行うこと

ができることを周知徹底するとともに、保険者

が被保険者への返金分を代理受領し、被保険者
への返戻を可能とする等、保険者力勁 [ス者の

権限行使をサポートするような職

工 診療報酬

鶉 措置内容
当初け画諄との

蘇

実施予定時期

―
:… I職 1犠

①競争政策の

観点か らの

医療費体系

の見直し

眺 労働省)

.競
争政策上のインセンティブという観点から

患者に対してより良い医療を提供した者がより

評価されるという医療費体系の在り方について

検討し、所要の措置を講ずる。

計画・医療

工① …

②医療費体系

の在り方

醇生労働D

医療機関の形態に応じた投資的経費の評価に

関する検討を急ぐとともに維持管理経費等の評

価についても検討を進め、それらを含めた医療費

体系の整備を図る。

計画,医療

工②

逐次実施

③診療報酬点

数算定ルー

ルの簡素イと、

明確化

離 労働省)

レセプ トのオンライン請求の基礎となる電

子点数表について、平成 20年度診療報酬改定

に合わせ早期に完成させるとともに、将来的に

はオンラインを利用した、迅速かつ適正な審査

が実施できるよう、電子イヒをにらみつつ、引き

続き点数計算ロジックをより明確にする。な

お、電子点数表の作成に当たつては、出来得る

限り簡素化し、いつでも、また誰でも、そして

そのままの状態で利用可能なものとする。また

電子点数表作成に際しては、病院(保険者、支

払基金、国保連それぞれのシステム開発を担う

民間と協力して進める。         .

計画:医療

工③a …

数表の完成、平

成23年度までにロジックの

動
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鶉 措置内容
当初尉洒蒔との

臨

実施予瀞 測

執 罐 |… 1減 1犠

b 診療報酬体系の見直しについては、医療にか

かるコス トを適切に把握するための調査を検

討するとともに、新技術の導入について学会の

調査等の結果に基づく評価を行 うなど、医療機

関のコス トや機能の適切な反映、医療技術の適

正な評価等の基本的考え方に立って見直しを

進める。

計画0医療

工③b

逐次実施

c 算定ロジックの変更等を伴う改定の場合に

は、実施までの医療機関におけるレセプト電算

システムの修正に要する期間についても配慮

する。

計画・医療

工③ c

逐次実施

④価格決定方

法の見直し

縛生労働省)

既存薬の効能について、一定の期 礎計れ たヽ再

評価を実施し3加勧潔められなくなうたものの承

認を取り消すなどの措置を講ずる。

計画・医療

工④  :
逐次実施

⑤中央社会保

険医療協議

会 (中医協)

鮮 の動

隧 労働省)

中医協にういては、次のような機能、組織の改

革を実施する。また:その運用状況を注視し、必

要に応じて見直しを行う。

研議64回国会に麟 灘 出)

a 改定率を除く診療報酬改定に係る基本的な

医療政策の審議については、       に

ゆだね、そこで厖糠潮酬改定に係る基本方針」

を定め、中医協においては「基本方針」に沿つ

て、具体的な診療報酬点数の設定に係る審議を

行うこと。

計画・医療

工⑤a

必要に応じ見直し

b 支払側委員及び診療側委員の委員構成につ

いては、医療費のシェア、医療施設等の数、医

療施設等従事者数、患者数等の指標を総合的に

勘案しながら、明確な考え方に基づいて決定す

ること。

計画・医療

工⑤b

c 中医協外で審議・決定された基本的な医療政

策に沿つて中医協において改定がなされたか

どうかを検証すべく、診療報酬改定結果を客観

的データによらて公益委員が事後評価するこ

,と。

計画・医療

工⑤c
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鶉 措置内容
当初諦画等との

縣

実施予定時期

… …

磁 1`手刊g:

C包括払い。定

額払い制度

への移行 の

健

縛生労働省)

現在行われているDPCについて、その影

響 。効果を早期に検証し、より精緻化された、

実効性のあるDPCの実施に向けて検証を進

める。

計画・医療

工⑥a …

b 「規制改革推進のための3か年計画」 (平成

19年 6月 22日 間議決0に 則り、DPC導入

の検証と並行し、DRC― PPSの導入効果を

参考にして、一入院当たりの包括的・定額払い

制度の試行を次期診療報酬改定において導入

する。

ヨ巨ン点ミ・臣三,房尋

(3)①尉

画`医療エ

⑥b〕

鑓

⑦質に基づ く

支払いの推

進

麟 労働省)

欧米諸国の取組内容、国内における医療情報収

集体制の整備状況等を踏まえつつ、質に基づく支

払いの導入にむけて、導入時期、方法などについ

て検討を開始する。

鎌 ・ EEり 男壽

(3)②

検 討 開

始

③地域医療に

貢献す る医

療機関に対

す る診療報

酬評価

惇生労働省)

夜間対応、休日開業、在宅医療、また地域連携

によるそれらの 24時間対応等、地域医療に貢献

する医療機関に対する診療報酬上の評価につい

ては、平成 18年¨ 改定においても一定

程度行われたところであるが、改定後の状況を踏

まえた診療報酬上の評価の在り方について、今後

さらに検討し、結論を得る。

計画・医療

工⑦

濠 、結

論

⑨いわゆる「混

合診療」の見

直し  ご

麟 労働省)

a 先進医療に係る平成17年の厚生労働省保険

、局医療課長通知が導入した薬事法承認の要件

を角牢除することと併せt患者の選択肢を可能な

限り拡大する観点から、個別の医療技術ごとに

実施医療機関について審査を行つた上で、国内

未承認の薬物・機械器具を用いた先進的な医療

技術に関する保険診療との併用を認める枠組

みを創設することにより、新たな条件整備を行

う。                         .

鎌
。

口 三ツ房尋

(1)①

鑓

b 平成 16年の基本的合意が実効性ある形で実

施されているかを検証する為、先進医療の実施

件数と金額を含む調査を行い、その結果を,般
に公表する。     |

疎
。

巨 ロリ房モ

(1)② …
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